

有価証券新規上場申請書

　　　　年　　月　　日

証券会員制法人札幌証券取引所

　　理事長　殿


	本店又は主たる事務所の所在地
	

	
商号又は名称
	
印

	
代表者の役職氏名
	
印






当社は、貴取引所が定める特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例その他諸規則等の内容を理解した上で、特例第１０９条第１項に従い、下記のとおり、新規上場を申請いたします。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

記
１．	商号又は名称
	



２．	本店又は主たる事務所の所在地
	（郵便番号　　　－　　　　）

	

	

	電話番号：
	ファックス：
	設立国：



３．	担当Ｓ－Ａｄｖｉｓｅｒ及び担当Ｓ－ＱＳ
	担当Ｓ－Ａｄｖｉｓｅｒの商号又は名称：

	担当Ｓ－Ａｄｖｉｓｅｒの本店又は主たる事務所の所在地：

	担当Ｓ－ＱＳの氏名：

	担当Ｓ－ＱＳの役職：

	担当Ｓ－ＱＳの電話番号：

	担当Ｓ－ＱＳの電子メールアドレス：


４．	担当Ｓ－Ａｄｖｉｓｅｒの事務連絡担当者
	氏名：

	役職：

	電話番号：

	電子メールアドレス：



５．	申請者の事務連絡担当者
	氏名：

	役職：

	電話番号：

	電子メールアドレス：



６．	新規上場申請に係る株券等の種類、発行数及び単元株式数：
	株券等の種類：
	発行数：
	単元株式数：



７．潜在株式の状況
	潜在株式の名称
	取締役会
（株主総会）
決 議 日
	発行
年月日
	転換又は行使できる期間
	転換時又は行使時の払込金額
	未転換分又は未行使分の数
	未転換分又は未行使分の転換又は行使による株式総数

	
	.   . 
	.   .
	 自  .  .
 至  .  .
	円
	株/個
	株



８．	上場承認希望日
	



９．新規上場料の優遇措置に関する確認事項
	特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規則別表１－２に定める「事業領域」に関して、以下①～③いずれかへの該当有無。
	1 「年間売上」の50％以上を当該事業から得ている
2 「年間利益」の50％以上を当該事業から得ている
3 「年間投資額」の50％以上を当該事業に投じている
（直近１年間のセクター別売上高、営業利益、投資額を基に判断すること）












10．	その他確認事項

(a) 　金融商品取引法第２条第３項第２号ロ（２）に規定するものを除き、上場しようとする株券等に譲渡の制限が付されていないこと、又はその見込みであること
	



(b) 　申請者が株式事務代行機関を設置していること、又はその見込みであること
	




(c) 　新規上場申請銘柄が指定振替機関の振替業における取扱いの対象であること、又はその見込みであること
	



以上

※１ 「７．潜在株式の状況」について
a 転換及び権利行使等によって交付される株式の種類が新規上場申請に係る株券等と同一のもののみ記載してください。
b 取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権等の潜在株式の類型ごとに、上場申請日現在の条件を記載してください。

	
※　本書類に記載の個人情報は、貴社と本所の事務連絡に使用することを目的として提供を受けるものであり、それ以外の目的
には利用いたしません。
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該当無し
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該当有り

※その旨が確認できる書類（様式任意）を添付


